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概 要 

平成 22 年度の地方競馬は、16 主催者 19 競馬場において、施設改善の特別

競馬を含め 290 回（前年度 293 回）、延べ 1,432 日（前年度 1,461 日）開催さ

れた。 

開催成績は、JBC 競走をはじめとするダートグレード競走を中心とした広域

場間場外発売が拡大したものの、本場及び専用場外等現金系の成績が不振で

あり、インターネット投票発売成績にも鈍化傾向がみられ、さらには、東日

本大震災の影響もあり、売得金の総額は 3,332 億円（前年度 3,634 億円）と

なり前年度比 91.7％で、3年連続で前年度を下回った。 

その結果、第 1号交付金は 28 億 5 千万円（前年度 30 億 8 千万円）、第 2号

交付金は 9 億 8 千万円（前年度 10 億 9 千万円）で、交付金総額は 38 億 3 千

万円（前年度 41 億 7 千万円）であった。 

平成 22 度事業については、各主催者の収支改善と地方競馬の活性化を一層

支援していくことを最大の使命と捉え、「競馬の開催に関する調整及び助言」、

「地方競馬共同 TZS の構築」、「共同利用施設の設置」、「全国的な見地からの

ファンのニーズに即した競馬の提供」等の業務に取り組んだところである。 

また、競馬の公正かつ円滑な実施に必要な事業及び馬の改良増殖その他畜

産の振興に資するための補助事業を着実に実施した。 

 

Ⅰ 業務内容等 

 

１ 業務内容 

地方競馬の公正かつ円滑な実施の推進を図るとともに、馬の改良増殖その他

畜産の振興に資することを目的とし、以下の業務を行うこととされている。 

① 馬主及び馬を登録すること。 

② 調教師及び騎手を免許すること。 

③ 調教師及び騎手を養成し、又は訓練すること。 

④ 審判員その他の地方競馬の実施に関する事務を行う者を養成し、若しく

は訓練し、又は地方競馬主催者の要請に応じて、これらの者を派遣し、若

しくはそのあっせんをすること。 

⑤ 競馬の開催回数、一回の開催日数、開催の日取り及び競走の編成その他

競馬の開催に関し、地方競馬主催者間における必要な調整を行い、又は地

方競馬主催者に対して必要な助言を行うこと。 

⑥ 地方競馬主催者が共同して利用する競馬の事業のための施設又は設備

の設置又は整備を行うこと。 

⑦ 地方競馬に関する調査及び研究を行うこと。 
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⑧ 認定都道府県等が認定競馬活性化計画に基づいて行う事業につきその

経費を補助すること。 

⑨ 馬の改良増殖その他畜産の振興に資するための事業につきその経費を

補助すること。 

⑩ 交付金の受入れを行うこと。 

⑪ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

⑫ 前各号に掲げるもののほか、協会の目的を達成するため必要な業務を行

うこと。 

⑬ 主催者からの委託を受けて競馬の実施に関する事務を行うこと。 

 

２ 主たる事務所等の所在地 

① 主たる事務所 〒106-8639 東京都港区麻布台 2丁目 2番 1号 

② 附属機関 地方競馬教養センター 

〒329-2807 栃木県那須塩原市接骨木 443 

 

３ 資 本 金 該当なし 

 

４ 役員の状況（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

    定数：理事長 1人、副理事長 1 人、理事 5人以内、監事 2人以内 

役 職 氏 名 任  期 経  歴 

理事長 仲田 和雄 平成 25 年 ７月 31日 特別区競馬組合副管理者 

副理事長 雨宮 敬徳 平成 26 年 １月 15日 地方競馬全国協会理事 

理 事 酒井 俊夫 平成 24 年 ８月 10日 神奈川県川崎競馬組合副管理者 

理 事 飯田 道夫 平成 24 年 ８月６日 農林水産省東海農政局次長〔出向〕 

監 事 内田 光俊 平成 24 年 ７月 31日 総務省自治行政局公務員部福利課 

安全厚生推進室長〔出向〕 

非常勤監事 佐藤 一栄 平成 24 年 10 月 31 日 地方競馬全国協会参与 

 

５ 職員の状況 

平成 22 年度末職員定数：128 人（前期末と同じ） 

 

６ 協会の沿革 

昭和 30 年代の地方競馬の進展に伴い、（1）従来、都道府県別に行われてい

た馬主及び馬の登録並びに調教師及び騎手の免許の全国統一、（2）調教師及び

騎手の養成・訓練、（3）審判員等地方競馬の開催のための専門職員の養成・訓

練及び派遣、（4）地方競馬の売上金の一部を交付金として受入れ、各畜産地域



 

3 

 

における馬の改良増殖その他畜産の振興に資するための事業について補助を

行うことが重要になったことから、昭和 37 年の競馬法の一部改正により、地

方競馬の公正かつ円滑な実施の推進を図るとともに、馬の改良増殖その他畜産

の振興に資することを目的に特殊法人として昭和 37 年 8 月 1 日に設立（所在

地：東京都港区芝西久保桜川町）された。 

なお、昭和 39 年 11 月には、附属機関である騎手教養所(現地方競馬教養セ

ンター)を東京都八王子市から栃木県塩谷郡塩原町に、同年 12 月には主たる事

務所を東京都港区麻布台に、それぞれ移転した。 

その後、平成 17 年 12 月に閣議決定された行政改革の重要方針を受け、平成

19 年に競馬法が改正され、平成 20 年１月１日、協会は地方競馬主催者が主体

となって運営する地方共同法人とされた。 

 

７ 設 立 の 根 拠 競馬法（昭和 23 年 7 月 13 日法律第 158 号） 

 

８ 主 務 大 臣 農林水産大臣 

 

９ 運営委員会の概要    根拠規定：競馬法第 23 条の 17～第 23 条の 19 

運営委員会は、協会の意思決定機関として、定款の変更、業務方法書の作成

及び変更、予算及び決算、事業計画の作成及び変更等の重要事項を議決する。 

 

  ＜運営委員会委員＞ 

① 運営委員会は、運営委員 9人以内で組織する。 

② 運営委員は、競馬を行う都道府県等の長７人以内、学識経験者２人以

内をもって充てるものとする。 

③ 運営委員の任期は、3 年とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者

の残任期間とする。 

  氏  名  職  名  等  備考 

 高橋はる み 北海道知事 

 達 増 拓 也 岩手県競馬組合管理者 岩手県知事 

 西川太一 郎 特別区競馬組合管理者 荒川区長 

 古尾谷光 男 神奈川県川崎競馬組合管理者 神奈川県副知事 

 大 村 秀 章 愛知県競馬組合管理者 愛知県知事 

 金 澤 和 夫 兵庫県競馬組合管理者 兵庫県副知事 

 坂 井 浩 毅 佐賀県競馬組合管理者 佐賀県副知事 

 中 須 勇 雄 (財)農林水産長期金融協会会長 学識経験者 

 仲 田 和 雄 地方競馬全国協会理事長 学識経験者 
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 （平成 23 年 3 月 31 日現在  任期：平成 26 年 1 月 9 日） 

10 評議員会の概要     根拠規定：競馬法第 23 条の 34、第 23 条の 35 

評議員会は、理事長の諮問に応じ、協会の業務の運営に関する重要事項を調

査審議するほか、協会の業務の運営につき、理事長に対して意見を述べること

ができる。 

 

  ＜評議員会委員＞ 

① 評議員会は、評議員 12 人以内で組織する。 

② 評議員は、学識経験を有する者のうちから、理事長が任命する。 

③ 評議員の任期は、3 年とする。ただし、補欠の評議員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

  氏  名   職  名  等 

 石 井 伸 壽 日本放送協会報道局報道番組センタースポーツ部長 

 小 向 鋭 一 ㈱ジェイエスキューブ常務取締役兼常務執行役員 

 鈴 木 可 一 日本地方競馬馬主振興協会会長 

 高 橋 秀 昌 胆振軽種馬農業協同組合代表理事組合長 

 西 村 啓 二 (社)日本軽種馬協会副会長・常務理事 

 野 口  孝 全国公営競馬調教師会連合会会長 

 林  晶 子 ㈱瑞光つなぎ温泉四季亭専務取締役 

 菱沼   毅 (社)中央畜産会副会長 

 細 野 邦 彦 (社)埼玉県畜産会会長 

 廻   洋 子 淑徳大学国際コミュニケーション学部教授 

 山 本 武 司 (社)岩手県馬主会会長 

 米 村 恵 子 江戸川大学社会学部教授 

 （平成 23 年 3 月 31 日現在 五十音順 任期：平成 26 年 2 月 28 日） 

       ※常用漢字使用 

 

11 地方競馬活性化会議の概要 根拠規定：地方競馬全国協会定款第 31 条 

地方競馬活性化会議は、運営委員会の議決を経なければならない事項につい

て、あらかじめ審議するとともに、運営委員会で議決された事項に関し、その

円滑な実施を図るため必要な事項について審議する。 

併せて、地方競馬の振興に係る諸施策の協議等を行う。 

地方競馬活性化会議の構成 

地方競馬活性化会議は、地方競馬主催者における競馬の実施に係る実

務責任者で構成する。 
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12 その他委員会の概要（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

常設の委員会として、馬主登録審査委員会、調教師・騎手免許試験委員会、

騎手候補生入所試験委員会、畜産振興事業審査委員会及び畜産振興補助事業評

価委員会を設置している。 

 

Ⅱ 業務実施状況 

競馬事業に関する重点的取組 

１．地方競馬の活性化及び地方競馬の経営改善に対する支援 

（１）全国的な視点での地方競馬の開催日程等に関する調整・助言 

運営委員会で議決された「競馬開催日程及び番組の調整方針」（平成 20

年 3 月 11 日）に基づき、下記の日程及び番組の調整、助言を実施した。 

① 中・四国ブロックの福山競馬及び高知競馬における日程及び番組の調整、

助言を昨年に引き続き実施した。平成 21 年 7 月から高知がナイターに移

行したことに伴い、平成 22 年度開催において同時開催は解消され、両場

の場間場外発売は大幅に増加した。 

② 同一日の開催が多い土日を中心に開催している主催者間において、1場

が開催し他場が場外となる案について検討したが、主催者により売得金額

の開きがあることから、次年度以降引き続き協議することとなった。 

③ 名古屋・笠松間の年末年始の 2日間の同時開催の解消について調整を行

った。関係者への説明を行う十分な時間が必要等の理由により 22 年度の

同時開催の解消はならなかったものの、23 年度での解消に向け引き続き

積極的に調整をしていくこととした 。 

（２）地方競馬主催者等の活性化事業への支援 

主催者が認定競馬活性化計画に基づいて行う事業に対し、地方競馬活性化

会議等において地方競馬全体への効果を確認したうえで、① 福山・高知競馬

が共同で行う広報(高知)、② シリーズ競走等の情報提供(全主協)、③ 3 場併

売システム整備による相互発売の促進（岐阜、愛知）、④福山・高知 競馬場間

の交流競走の促進（福山、高知）、⑤ 地方競馬共同 TZS 構築（全主催者）、⑥ 冬

季休催場の他場発売の拡大（北海道、岩手、石川）、⑦ 他場所属馬の参加を促

進させるための交流競走の輸送費補助（帯広市除く 15 主催者）、合計７事業

2,588 百万円の補助金の交付決定を行った。（資料第 8表参照） 

（３）共同 TZS の整備 

平成 21 年度に確定した要件定義に基づき、ソフトウェアの開発及び施設の

整備に着手した。併せて、各主催者ごとの平成 22 年度事業の共同利用権料を

決定した。 

また、センタ運用者については日本レーシングサービス㈱が担当すること
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が決定した。さらに、地方競馬・中央競馬の相互発売に係るシステムを構築す

ることが決定した。 

（４）地方競馬活性化を推進するための支援 

①地方競馬主催者に対する活性化事業とリースの併用制度の推進 

地方競馬主催者の活性化の取組を加速させるため、地方競馬活性化事業の

活用と併せ、（財）畜産近代化リース協会の行う地方競馬用施設貸付事業を

活用する仕組を創設した。 

②地方競馬主催者に対する特利での短期貸付金融通 

佐賀県競馬組合に対し、100,000 千円（平成 22 年 4 月 1 日～23 年 3 月 31

日）及び 50,000 千円（平成 22 年 11 月 1 日～23 年 3 月 31 日）、荒尾競馬組

合に対し 140,000 千円（平成 22 年 4 月 1 日～23 年 3 月 31 日）の貸し付け

を行った。 

（５）地方競馬主催者の経営改善の推進 

① 地方競馬活性化会議において、より主催者が取組みやすい補助方式であ

る特定活性化事業を創設した。また、地方競馬統合ネットワーク（地方競

馬映像伝送ネットワーク、地方競馬情報ネットワーク（RINCSⅡ及び共同

TZS のネットワーク）を統合したもの）については、平成 23 年 3 月 31 日

に構築が完了し、翌 4月 1日から稼働開始となった。なお、本事業につい

ては「共同利用施設整備事業」として位置付け、総経費の 2／5 について

JRA 資金を活用し、総工費は 962,110 千円であった。 

② 地方競馬と中央競馬の連携協調策について、平成 22 年 8 月に確認書等

を交わし、相互発売システム構築に向けて協議を行った。 

 

２．番組編成の体系化・統一化の推進 

（１）ダート競走の体系化 

① JBC 競走を頂点とするダート競走体系の充実を図るため、全日本的見地

からダート競走の体系化等について検討を行うダート競走振興会議を開

催した。なお、日本グレード格付け管理委員会において、中央競馬 15 競

走、地方競馬 37 競走の格付けが決定された。そのうち、東京大賞典(大井

競馬場)は地方競馬初の国際格付け(ＧⅠ)競走として格付けされた。 

② JBC 実行委員会を運営し、2011 年第 11 回 JBC 競走(大井)から、牝馬体

系の核となる競走として「JBC レディスクラシック」の新設を決定した。 

③ ジャパンダートダービーを頂点とする 3 歳重賞体系整備の一環として、

6地区のダービーを連続 6 日間で集中施行する「ダービーウイーク」を実

施したほか、2 歳重賞体系整備の一環として、2 歳の頂点競走である「全

日本 2 歳優駿」に繋がる全国 7 地区の 2 歳重賞を「未来優駿」として 3
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週にわたって実施した。 

④ 牝馬競走の振興と地方競馬への牝馬の入厩を促進するため、牝馬体系の

拡充プロジェクトを地方競馬活性化会議番組部会において検討し、番組上

の改善を図るとともに、その一環として、全国で行われる 2歳、3歳、古

馬の牝馬重賞競走を世代別に体系づけた牝馬重賞シリーズ「グランダム･

ジャパン」を実施した。 

（２）地方競馬らしさを強調した競走の実施 

「ワールドスーパージョッキーズシリーズ」への地方競馬代表騎手を選定

する「スーパージョッキーズトライアル」を盛岡競馬場（第 1 ステージ）、

門別競馬場（第 2ステージ）で実施した。 

地方、中央の女性騎手を一堂に集め、女性騎手ナンバーワンを決定する「レ

ディースジョッキーズシリーズ」を金沢競馬場（第 1 ラウンド）、名古屋競

馬場（第 2ラウンド）、荒尾競馬場（第 3ラウンド）で実施した。 

（３）競走馬輸出入検疫施設の整備 

競馬の国際化を踏まえた施設として平成 21 年度に設置した輸出入検疫施

設については、施設内の機器や消毒車等の整備を図るとともに、輸出入検疫

施設としての承認を得るため、3月に農林水産省動物検疫所の検査を受けた

（平成 23 年 4 月 23 日指定）。 

 

３．競馬ファンに対する情報の提供の推進 

（１）ダート重賞競走等の共同広報 

わが国の競馬全体の振興と発展を図る観点から、ダート重賞競走に係るフ

ァンへの情報を充実させるため、（財）全国競馬・畜産振興会との共同広報

事業として、ダートグレード競走等(37 競走)の馬柱をスポーツ紙に掲載し

た。 

（２）地方競馬情報番組の配信 

競馬連携事業で構築した映像マルチプラットフォームを活用し、ダートグ

レード競走の展望、重賞競走の告知、騎手インタビュー、各場のイベント紹

介、地方競馬トピックス等を内容とする地方競馬の情報番組『クリック！地

方ケイバ ～地方競馬探検隊～』を週 1回制作し、ホームページで配信した

ほか、CS 放送（2局）でも配信した。 

（３）在宅投票周知促進事業の実施 

地方競馬在宅投票への誘導促進するため、中継番組実施局（テレビ・ラジ

オ）を中心に、オリジナル CF「GO！KEIBA」を制作・放映した。 

 

４．地方競馬の開催に不可欠な公正確保と開催業務の円滑な実施 
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禁止薬物陽性馬の発生防止 

禁止薬物陽性馬の発生防止を図るため、15 主催者が実施した研修会に講

師を派遣したほか、厩舎地区への監視カメラの設置について支援した。 

 

継続的かつ着実に進める取組 

１．地方競馬の活性化及び地方競馬の経営改善に対する支援 

（１）地方競馬主催者が認定競馬活性化計画に基づいて行う取組について、支

援・協力を行った。 

（２）地方競馬主催者が共同して利用する競馬の事業のための施設又は設備の

設置又は整備に関して、調査・研究を行った。 

（３）広域場間場外発売の推進及びインターネット投票の拡充のための情報提

供を充実させる目的で、RINCSⅡ及び広報システムにおける機能追加やサポ

ート体制の強化を行った。 

 

２．番組編成の体系化・統一化の推進 

魅力ある競馬を提供するため、騎手の流動化の促進について地方競馬活性

化会議番組部会で検討を行い、多くの主催者で期間限定騎手の受入れ人数、騎

乗期間等の制限が緩和された。 

 

３．競馬ファンに対する情報の提供の推進 

（１）協会ホームページの充実を図るため、「Ｗｅｂハロン」の内容の拡充に努

めた。 

（２）競馬連携事業で構築した地方競馬映像伝送ネットワーク及び映像マルチ

プラットフォームを活用し、広域場間場外発売及び在宅投票に対応した情報

提供を充実させるため、協会ホームページにおいて、地方競馬で行われるす

べての競走の映像をライブ及びオンデマンドで配信した。 

（３）地方競馬情報処理システム（RINCSⅡ）を活用し、協会ホームページ上で

地方競馬開催情報、各競馬場の出走表、オッズ、レース結果、騎手及び競走

馬の成績等の最新情報を提供した。 

（４）地方競馬に関する話題や出来事について、広くマスコミ等に対しニュー

スリリース等で積極的に情報の提供を行ったほか、マスコミ等からの様々な

問い合わせに対し適宜対応した。 

また、全国共同広報事業の一環として、競馬週刊専門誌等にダートグレー

ド競走の紹介及び広域場間場外発売の告知等を掲載した。 

（５）平成 22 年の成績が優秀であった調教師、騎手及び馬について、NAR グラ

ンプリ 2010（第 21 回）として、年度代表馬「フリオーソ」ほか、部門別に
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表彰を行った。 

 

４．地方競馬の開催に不可欠な公正確保と開催業務の円滑な実施 

（１）馬主及び馬の登録、調教師、調教師補佐及び騎手の免許並びにきゅう務

員設置認定に関する協力 

① 馬主の登録 

馬主の登録については、259 件を登録した。また、時効等により 501

件を抹消した。 

この結果、平成 23 年 3 月末現在の馬主の登録数は、5,072 件となった。

（資料第 3表参照） 

② 馬の登録 

馬の登録については、5,426 頭を登録し、5,737 頭を抹消した。 

この結果、平成 23 年 3 月末現在の馬の登録数は 12,551 頭（サラ系

11,557 頭、アラ系 51 頭、ばんえい 943 頭）となった。（資料第 3表参照） 

③ 調教師、調教師補佐及び騎手等の免許 

調教師、調教師補佐及び騎手の免許については、平地競走 4回、ばん

えい競走 1 回の免許試験を実施した。申請者延べ 1,010 名（調教師 566

名、調教師補佐 93 名、騎手 351 名）のうち延べ 924 名（調教師 529 名、

調教師補佐 54 名、騎手 341 名）が合格し、延べ 917 名（調教師 529 名、

調教師補佐 50 名、騎手 338 名）に対し免許した。 

また、免許された者のうち死亡又は申請等により 15 名（調教師 9名、

騎手 6名）の免許の取り消しを行った。 

この結果、平成 23 年 3 月末日現在免許を受けている者は、902 名（調

教師 520 名、調教師補佐 50 名、騎手 332 名）となった。（資料第 4表参

照） 

以上のほか、指定交流競走に関する特例により中央競馬の調教師延べ

1,377 名及び騎手延べ 660 名に対し免許した。 

④ きゅう務員設置認定についての協力 

主催者等の認定者から調査依頼のあった 183 件について調査の上、回

答を行い、きゅう務員設置認定に協力した。 

なお、平成 23 年 3 月 1 日現在の認定きゅう務員の数は 2,446 名であ

る。 

（２）調教師及び騎手等の養成、訓練等 

調教師及び騎手の養成並びにきゅう務員等の養成及び教育については、

地方競馬教養センターにおいてそれぞれの課程を設け実施した。また、調

教師、調教師補佐及び騎手について、所要の研修及び訓練を行うとともに、
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事件、事故等の発生状況に応じ、競馬場において現地指導を実施した。（資

料第 5表参照） 

① 調教師、騎手及び厩舎関係者の養成 

ア 調教師の養成については、調教師課程（養成期間 1 ヵ月以内）を 2

回実施し、5名が課程を修了した。 

イ 騎手の養成については、騎手課程（養成期間 2 ヵ年）2 期の養成を

実施し、8名が課程を修了した。平成 23 年 3 月末現在、騎手候補生 9

名を養成中である。 

ウ 厩舎関係者の養成については、厩舎関係者養成課程（養成期間 10

ヵ月）第 5期の養成を実施し、6名が課程を修了した。 

② 調教師及び騎手の研修（再教育）及び訓練 

調教師研修講座計 4 回（11 名）、騎手研修講座計 10 回（15 名）を実

施した。 

 

（３）専門職員の派遣及び研修 

① 地方競馬の開催に際し、裁決委員その他の競馬の実施事務を担当する

専門職員延べ 5,425 名を派遣した。（資料第 7表参照） 

② 専門職員の養成及び訓練については、基礎研修 2回、業務別研修 2回

（裁決委員研修 1 回、決勝審判委員研修 1 回）計 4 回（延べ 31 名）を

実施した。（資料第 6表参照） 

（４）馬主、調教師、騎手等の表彰 

ダートグレード競走等 50 競走の優勝馬に係る関係者延べ 101 名（馬

主 50 名、調教師等 23 名、騎手 14 名、きゅう務員 14 名）並びに中央競

馬騎手招待競走、地方競馬相互間での騎手招待競走 7 競走の優勝騎手等

13 名に理事長賞を授与した。 

（５）競馬の公正化を促進するため、（財）地方競馬共済会が行う共済事業、

（財）競馬保安協会が行う調査事業及び（財）競走馬理化学研究所が行う

薬物検査事業に対して助成金の交付の決定を行った。（3 団体、3 件、225

百万円） 

（６）競馬関係者の全国団体等が行う競馬の公正確保等を強化するための事業

に対し、次のとおり講師の派遣及び助成金の交付の決定を行った。（4 団

体、4件、5 百万円） 

① 日本地方競馬馬主振興協会、全国公営競馬調教師会連合会、全日本騎

手連盟及び全国公営競馬きゅう務員連合会が行う公正確保強化のため

の研究会に対する講師の派遣及び助成 

② 全国公営競馬獣医師協会が行う防疫推進地区協議会に対する助成 
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（７）地方競馬における公正確保に関する諸問題について調査及び研究 

公正対策部会において重量増加時の検量失格廃止、保護ベストのアロー

ワンス、拍車の使用禁止等について検討し、実施規則・処分基準の運用要

領を改正した。 

（８）地方競馬教養センター施設の有効利用 

地方競馬教養センターにおいては、調教師・調教師補佐・騎手・厩舎関

係者の養成を行うほか、以下の事業を行った。 

① 既存厩舎の馬房を 3育成業者に貸し付けるとともに、一部については

外厩として認定を受け、14 名の調教師に貸付けを行った。（80 馬房） 

② 馬事普及を図るため地方競馬教養センターにおいて、「レディース乗

馬教室」を開催した。 

（９）馬主確保対策の推進 

馬主資格の経済的要件の弾力的な運用の周知を図るとともに、昨年度に

引続き畜産関係団体機関紙に馬主確保についての記事を掲載した。 

 

５．畜産振興補助事業に対する補助 

畜産振興補助事業の実施に当たっては、補助の合理的かつ有効性の観点に立

ち、必要な事業を重点化して行うこととし、国及び地方公共団体の畜産振興に

関する方針に即した次の事業について、その経費を補助した。 （資料第 9 表

参照） 653 百万円 (94 件) 

① 馬（軽種馬を除く。）の登録推進、優良種雄馬や農用種雌馬の導入、生

産奨励金交付等の馬の改良増殖推進事業 

〔Ⅰ 馬の改良増殖推進事業〕 171 百万円 (42 件) 

② 酪農及び肉用牛経営等の畜産農家全般に対する経営指導を行うための

経営診断、調査及び情報の収集・提供等の畜産経営技術指導事業 

〔Ⅱ 畜産経営技術指導事業〕 469 百万円 (48 件) 

③ 馬全般の生産・衛生及び防疫等の調査・研究・指導等に関する畜産経営

合理化事業〔Ⅲ 畜産経営合理化事業〕 5 百万円 ( 1 件) 

④ 馬事・畜産に係る知識及び食育を消費者に普及させるための啓発事業

〔Ⅴ その他畜産振興事業〕 8 百万円 ( 3 件) 

 

６．競走馬生産振興事業に対する補助 

軽種馬資源を安定的に確保し、競馬施行の円滑な推進に資するため、軽種馬

の登録、生産改良対策、衛生対策及び競走馬の生産地における次の生産振興・

流通対策等の事業について、その経費を補助した。（資料第 10 表参照）。 

2,167 百万円 (26 件) 
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① 軽種馬の登録、生産改良対策等の競走馬の改良増殖推進事業 

〔Ⅰ 競走馬の改良増殖推進事業〕 95 百万円 ( 2 件) 

② 軽種馬の生産育成地等における繁殖馬及び育成馬への予防接種を行う

防疫衛生対策事業〔Ⅱ 競走馬の防疫衛生対策事業〕 71 百万円 (18 件) 

③ 生産の振興を図るための効果的な土地利用対策、優良繁殖馬の導入、軽

種馬生産・経営指導者等の養成、軽種馬の海外販路拡大のための流通促進

対策等の経営基盤強化対策事業 

〔Ⅲ 経営基盤強化対策事業〕 2,000 百万円 ( 6 件) 

 

７．馬産地再活性化緊急対策事業に対する補助（国庫補助事業） 

馬の生産農家をはじめとする関係者が一体となって馬産地の活性化に向け

て取り組む次の事業について、その経費を補助した。（資料第 11 表参照）。 

 484 百万円（43 件） 

① 生産方法の改善のためにリースによる機械等の導入、馬生産者等に対す

る経営指導、経営・生産技術研修を行う馬生産高度化事業 

  270 百万円（28 件） 

② 経営の複合化又は馬生産からの転換のためにリースによる機械等の導

入、馬生産者等に対する経営指導、経営・生産技術研修を行う馬経営複合

化事業 6 百万円（3件） 

③ 馬生産経営継続者のための長期・低利資金を融通する融資機関への利子

補給等を行う馬経営基盤強化資金融通事業 3 百万円（5件） 

④ 馬の流通活性化を図るための計画の策定、馬の市場での流通促進及び上

場馬の情報開示・資質向上の取組を行う馬流通活性化事業 

  205 百万円（7件） 

 

８．国際会議への参加等 

競馬の国際化対応の一環として、第 33 回アジア競馬会議（豪州・シドニー）

及び第44回国際競馬統括機関連盟年次総会及び国際会議（パリ国際競馬会議）

に役職員を派遣した。 

また、全世界の競走成績の統括を目指している米国のジョッキークラブイ

ンフォメーションシステムズに対し、地方競馬関係の競走成績の情報提供を

行うとともに、海外の競馬統括機関との連絡調整や英文要覧により地方競馬

の概要等についての周知を行った。 

 

９．監査の実施 

畜産振興補助事業、競走馬生産振興補助事業、競馬活性化補助事業及び競
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馬公正化促進事業等助成事業の適正化と効率化を図るため、32 団体 111 事業

（中央団体：10 団体 27 事業、地域団体：22 団体 84 事業）の監査を実施した。 

また、協会業務の適正かつ能率的な運営に資するため、監事監査と連携し

て内部監査を実施したほか、監査法人による会計監査を実施し、事業運営の

一層の適正化に努めた。 

さらに、畜産振興補助事業については外部監査法人による業務監査を実施

した。 

 

Ⅲ 各種会議の実施状況 

１ 運営委員会の開催 

① 平成 21 年度事業報告及び決算並びに理事長、理事及び監事の選任につい

て審議するため、平成 22 年度第１回運営委員会を平成 22 年 6 月 23 日に開

催した。 

② 監事（非常勤）の選任について、平成 22 年 10 月 6 日書面による運営委員

会の議決を得た。 

③ 地方競馬全国協会業務方法書の一部変更に係る概要説明並びに副理事長

及び理事の選任について審議するため、第 2 回運営委員会を平成 22 年 12

月 20 日に開催した。 

④ 地方競馬全国協会業務方法書の一部変更について、平成 22 年 12 月 27 日

書面による運営委員会の議決を得た。 

⑤ 平成 23 年度事業計画及び予算並びに地方競馬全国協会業務方法書の一部

変更について審議するため、第 3回運営委員会を平成 23 年 3 月 11 日に開催

した。 

 

２ 評議員会の開催 

① 平成 21 年度事業報告及び決算について審議するため、平成 22 年度第 1

回評議員会を平成 22 年 6 月 16 日に開催した。 

② 地方競馬全国協会業務方法書の一部変更について、平成 22 年 11 月 30 日

書面による評議員会の同意を得た。 

③ 平成 23 度事業計画及び予算並びに地方競馬全国協会業務方法書の一部変

更について審議するため、第2回評議員会を平成23年 3月 3日に開催した。 

 

３ 地方競馬活性化会議の開催 

以下の事項について審議するため、計 6 回の地方競馬活性化会議を開催し

た。 

① 平成 21 年度の事業報告及び決算 
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② 平成 23 年度の事業計画及び予算 

③ 地方競馬全国協会業務方法書の一部変更 

④ 競馬活性化補助事業 

⑤ 特定活性化事業創設の合意 

⑥ 競馬活性化緊急対策事業実施の合意 

⑦ 地方競馬統合ネットワークシステム構築の承認 

⑧ 地方競馬統合ネットワークシステム及び共同 TZS 事業進捗の確認 

⑨ JRA との相互発売について進捗状況の確認 

⑩ 地方競馬実施規則の改正と処分基準の運用要領の改正 

⑪ 各部会からの検討状況報告 

 

４ 委員会の開催 

① 馬主登録の適否について審議するため、馬主登録審査委員会を 5回開催し

た。 

② 調教師及び騎手の免許試験の合否を判定するため、調教師・騎手免許試験

委員会を 4回開催した。 

③ 騎手候補生の入所試験の合否を判定するため、騎手候補生入所試験委員会

を 1回開催した。 

④ 平成 22 年度畜産振興事業の事業実施主体候補者の選定を行うため、畜産

振興事業審査委員会を２回開催した。 

⑤ 補助事業の選定の基準及び交付の手続その他当該補助方法並びに平成 22

年度実施予定の補助事業の選定及び平成 21 年度に実施された補助事業の事

後評価について審議を行うため、畜産振興補助事業評価委員会を 3回開催し

た。 

 

Ⅳ 借入金、財政投融資資金及び国庫補助金等による資金の調達状況 

  馬産地再活性化緊急対策事業に係る国庫補助金  5,000 百万円 

 

Ⅴ 子会社及び関連会社並びに関連公益法人等 (平成 23 年 3 月 31 日現在)  

 

１ 子会社及び関連会社並びに関連公益法人等の状況 

① 協会の子会社：1社 【(株)日本レーシングサービス】（株式所有） 

② 協会の関連会社：該当なし。 

③ 協会の関連公益法人等：2財団法人【(財)地方競馬共済会、(財)畜産近代

化リース協会】（出捐） 
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２ 子会社の名称、住所、資本金、事業内容、役員数、代表者の氏名、従業員

数、協会の所有する議決権の総数に対する割合及び協会との関係  

＜株式会社 日本レーシングサービス＞ 

① 住 所  〒136-0075 東京都江東区新砂 1-6-35 

② 資本金  1 億 1 千万円(発行済株式総数 2,200 株) 

③ 事業内容 

ア 地方競馬の勝馬投票に関する情報の集計及び伝達業務 

イ 地方競馬の開催関連業務、場外勝馬投票券発売所の設置・運営及び維

持・管理並びに競馬の勝馬投票券発売システムその他競馬開催に係る機械

設備の設置及び運用・保守管理業務 

ウ 地方競馬場外発売に関する企画・コンサルティング及び運営、管理のた

めのサービス提供等の業務 

エ 地方競馬及び畜産に関する調査研究、資料の収集並びに情報提供業務 

オ 地方競馬及び畜産に関する図書、印刷物の出版、映像ソフトウェアの製

作及び販売業務等 

④ 役員数  6 人(内常勤：3人) 

⑤ 代表者の氏名  代表取締役社長 西岡 宗俊 

⑥ 従業員数 29 人 

⑦ 協会の所有する議決権の総数に対する割合 91％ 

⑧ 協会との関係 

地方競馬の円滑な実施の推進を図るため、場間場外発売及び共同在宅投

票の勝馬投票に関するデータの集計及び伝達を瞬時に誤りなく行うことは

極めて重要なことである。よって、協会は、これらの事業を行う株式会社日

本レーシングサービスに出資している。 

 

３ 関連公益法人の名称、住所、基本財産、事業内容、役員数、代表者の氏名、

職員数及び協会との関係 

＜財団法人 地方競馬共済会＞ 

① 住 所  〒106-0041 東京都港区麻布台 2-2-1 

② 基本財産 1 億 8 千万円 

③ 事業内容 

ア 調教師、騎手及びきゅう務員並びにその遺族に対する必要な給付 

イ 各種の共済制度に関する調査研究等 

④ 役員数 11 人(内常勤：2人) 

⑤ 代表者の氏名  理事長 仲田 和雄 

⑥ 職員数 3 人 
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⑦ 協会との関係 

地方競馬の調教師、騎手及びきゅう務員等に対する福利厚生の充実を図

ることは、競馬の公正確保のうえにおいて極めて重要である。よって、協会

は、これらの事業を行う財団法人地方競馬共済会に対し出捐するとともに、

事業推進に要する経費の一部を助成している。 

 

＜財団法人 畜産近代化リース協会＞ 

① 住 所  〒106-0032 東京都港区六本木 2-1-13 

② 基本財産 2 億 9 千万円 

③ 事業内容 

ア 畜産振興上必要な機械、施設等の貸付 

イ 乗馬施設の貸付、乗馬普及 

ウ 畜産振興に関する調査・研究及び新技術の開発 

エ 地方競馬の機械等の貸付等 

④ 役員数 10 人(内常勤：4人) 

⑤ 代表者の氏名  理事長 小林 一義 

⑥ 職員数 8 人 

⑦ 協会との関係 

我が国の畜産及び地方競馬主催者の経営合理化に資するため、畜産及び

競馬関連機器等のリース事業は、限られた財源の有効活用を図るうえにおい

て極めて重要である。よって、協会は、これらリース事業を行う財団法人畜

産近代化リース協会に対し出捐するとともに助成を行っている。 

 

Ⅵ 協会が対処すべき課題 

日本経済の景気の低迷のなか、東日本大震災・福島原発事故が重なり、地

方競馬主催者は以前にも増して厳しい経営を余儀なくされている。協会とし

ては、運営委員会において議決された「競馬開催日程及び番組編成の調整方

針」に基づき、従前にも増して、全国的な視点及びブロック的な視点からの

開催日程の調整及びファンの購買意欲を高めるための番組の体系化、統一化

を促進するとともに、競馬活性化事業を最大限活用し、かつ、平成 24 年度ま

での間、協会の積立金を利用した緊急対策事業を実施することで、地方競馬

主催者の経営の健全化に向けた取組を積極的に推進する。 


